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第1章 業務の目的と内容 

1.1 業務の目的 

都市の魅力向上に向けた人々の多様なアクティビティ（飲食、散歩、休憩等）を誘発する人中心の

「居心地が良く歩きたくなる」まちなか空間を形成するためには、官民が連携してのパブリック空間や

空き地、空き店舗の再生・利活用等による交流・滞在空間の形成等が有効である。 

また、エリア価値向上のための都市サービス提供においては、人々の生活様式の変化、デジタル

化の進展といった状況を踏まえ、都市アセットとして身近なまちなかに存在する既存のストックを最大

限に利活用しつつ、多様化するニーズに応えていく必要がある。 

本業務においては、人中心の「居心地が良く歩きたくなる」まちなか空間の形成に向けてパブリッ

ク空間や空き地、空き店舗の再生・利活用等を実施している具体事例等を調査するとともに、エリア

価値向上のための都市サービス提供に必要な事項等を調査し、先進的な取組等について全国規

模での効果的な普及啓発方策を検討することにより、都市の魅力向上に資するウォーカブル空間の

形成の推進に向けた水平展開、及びエリア価値向上のための都市サービス提供等の推進を図るこ

とを目的とした。 
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1.2 業務の内容 

本業務の業務概要は以下のとおりである。 

(1) パブリック空間や空き地、空き店舗の再生・利活用等及びエリア価値向上のための都市サービ

ス提供等に関する現状把握及び普及啓発 

 
a） 都市再生推進法人、民間まちづくり団体及び全国の地方公共団体等を対象とするアンケ 

ート等の調査を実施し、人中心の「居心地が良く歩きたくなる」まちなか空間の形成に向けて、道

路・公園・駐車場・民間敷地を活用した広場などのパブリック空間や空き地、空き店舗の再生・利活

用等を行っている先進的な事例を把握するとともに、事例において活用している制度・実施体制・財

源・プロセス・これらの工夫点等やその他官民連携まちづくりの現況等を整理した。 

 
⇒2.1「ウォーカブル」アンケート調査等の実施 

 
 

b） 都市再生推進法人、民間まちづくり団体及び全国の地方公共団体等を対象とするアンケ 

ート等の調査を実施し、エリア価値向上のための都市サービス提供等の推進に向けて、都市アセ

ットの利活用促進における現状と課題、デジタル技術を活用したエリアマネジメント、エリアマネジメ

ントを支えるルール、及び都市アセットの利活用による効果等について整理するとともに、今後のま

ちづくりに必要となる事項等について検討した。 

 
⇒2.2「エリア価値」アンケート調査の実施 

 
c） a)及び b)を踏まえ、必要な情報や最新の知見等を、国土交通省ウェブサイトの更新等、 

わかりやすく情報発信するなどの普及啓発方策を検討した。 

情報発信資料一覧 

 
⇒2.3 普及啓発方策の検討 

  

出典 内容 

「ウォーカブル」 

アンケート調査 

都市再生推進法人一覧（追加・更新） 

新規都市再生推進法人の取組概要資料（追加） 

既存都市再生推進法人の取組概要資料（追加・更新） 

都市再生特別措置法に基づく協定締結等の一覧（追加） 

まちづくり DAY2023 官民連携まちづくり DAY「note アカウント」における記事の投稿（更新） 

官民連携まちづくり DAY「youtube 動画」における動画の投稿（更新） 
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(2) パブリック空間や空き地、空き店舗の再生・利活用等の先進的な取組の紹介・官民のまちづく

り関係者の連携促進の場の企画・運営による知見の収集・データの整理 

 
「経済とまちづくり」をテーマとし、パブリック空間や空き地、空き店舗の再生・利活用等の先進的な

取組を行っている民間まちづくり団体や研究者、金融機関が実践等から得た知恵や課題と現状の

取組等を紹介し、官民のまちづくり関係者が相互に情報共有・連携促進できる場を企画・運営し、パ

ブリック空間や空き地、空き店舗の再生・利活用等の取組事例・課題と現状の取組等に関する知見、

データ等を収集・整理した。 

 

⇒第３章 

 

(3) とりまとめ 

（１）及び（２）を踏まえ、都市の魅力向上に資するウォーカブル空間の形成の推進に向けたパブリ

ック空間や空き地、空き店舗の再生・利活用等及びエリア価値向上のための都市サービス提供等の

方策についてとりまとめた。 

 
⇒第４章 
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